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企業のSDGs宣言

　持続可能な開発目標（SDGs）
が、驚くべき勢いで日本社会に浸
透している。これは特記すべき歴
史的な記録である。
　周知のとおり、SDGsは2015
年９月に開かれた「国連持続可能
な開発サミット」で採択された、
30年を目標年次とした開発目標
である。これまで日本の社会、特
に経済・産業界が国連の行動指針
を経営の中に取り込むことはなか
った。これにはどういう背景があ
るのか。それが今回のテーマであ
る。
　最近では、３月下旬、時計メー
カーのシチズン時計（株）が女性
向け腕時計の２ブランドを
「SDGs銘柄」に位置付け、環境
への配慮などをテーマにした特別
限定商品を販売すると発表した。
同社は2006年から売り上げの一
部を開発途上国の女性を支援する
NGOへ寄付している。現在も
SDGsの伝播に協力し、まさに
SDGsの広告塔の役割を果たして

いる。一方、コニカミノルタ
（株）は、SDGsの目標３「すべ
ての人に健康と福祉を」の国内で
の実現を目指している。高齢者介
護においてスマートフォンによる
状況把握システムを構築して、介
護者の負担軽減に貢献しているの
である。国連の掲げたSDGsは、
今や企業の経営理念の中に取り込
まれ、大きな広がりを見せている。
　経済界では、すでに（一社）日
本経済団体連合会（経団連）と
（一社）全国銀行協会が「行動憲
章」の中にSDGsを取り込んでい
る。なかでも注目すべきは、企業
の総本山とも言うべき日本証券業
協会が2018年３月、「SDGs宣
言」を公表したことだ。
　日本証券業協会はSDGsの達成
に貢献するとともに、証券業自ら
も持続的な成長を目指すとしてお
り、次の４つの指針を掲げている。
　（１）貧困、飢餓をなくし、地
球環境を守る取り組み（証券市場
の資金調達・供給機能などを通じ
て社会課題の解決を目指す）
　（２）働き方改革、女性活躍を

支援する取り組み（ワーク・ライ
フ・バランスの推進などを通じて、
働きがいのある職場づくりを目指
す）
　（３）社会的弱者への教育支援
に関する取り組み（様々な環境に
置かれている子どもたちへの支援
を通じて、あらゆる機会を平等に
与えられる社会の実現を目指す）
　（４）SDGsの認知度および理
解度の向上に関する取り組み（本
協会および会員証券会社の役職員
のSDGsに関する当事者意識を高
める、また国内外におけるSDGs
に対する認知度および理解度の向
上を目指す）

地球規模の発想

　「SDGs宣言」の大きな特徴は、
企業の内外一体化思想であろう。
宣言は世界的発想に立つだけでな
く、働き方改革や女性活躍支援、
社会的弱者への教育支援などにも
触れており、内に向けても発信さ
れている。これまでの途上国援助
思想では、弱者はいつも援助され
る途上国側にあり、日本は常に援

助する側であった。しかも、政府
開発援助（ODA）事業は政府の
仕事であると思われ、多くの日本
人にはいつも他人事のように考え
られていたのではなかろうか。
　しかし、証券界のSDGs宣言は、
日本の弱者救済、地位の向上にも
言及しながら、経営理念の内外一
体化を目指す。日本自身にも
SDGsを通じて改革しなければな
らない面が多いことを明示してい
る。こうした考え方が、国民意識
の向上とともに、他人事ではなく、
自分の事として多くの日本人に受
け止められ、燎原の火のように日
本社会に瞬く間に浸透したのでは
ないだろうか。
　私たちは、こうした現象をどう
考えればよいのだろうか。これを
ODAの国民への伝播スピードと
比べてみることも一考である。周
知のように、ODAの歴史ととも
にODA広報も長い。毎年10月１
日は「国際協力の日」と定められ、
さまざまな所で広報活動に力を入
れてきた。しかし、その理解の広
がりは限られた範囲にとどまり、
企業の関心もODA事業に関わり
を持つ一部の企業に限られている。
ODAの援助目標がSDGsとほぼ
同じであるにもかかわらずである。
　いったい、何が普及伝達の差を
生み出したのか。
　国連を舞台とするSDGsは、世
界の合意形成という点で政策的純
度が高く、大国の政治的思惑など
が反映されてない。なぜなら、援
助する国、される国を包含する地
球的規模の思想であるからだ。つ
まり、先進国援助（ODA）とは

政策的純度が異な
る。欧米にしろ日
本にしろ、東西冷
戦時代には援助を
政策的手段として
利用して、東西陣
営の陣取り合戦に
専念した。冷戦崩
壊後は、政治的で
あろうが経済的で
あろうが、ODAを国益追求の手
段として露骨に使うようになった。
また、先進諸国は地球的規模の問
題と言いつつも、ODAの第一義
は国益追求である。したがって、
地球的規模の問題（SDGs）は国
連にゆだねることになった。これ
には援助する国、援助される国を
包含した問題としての意味が込め
られている。

世界へ向かう日本企業

　次いで、SDGsを一般社会レベ
ルで考えてみると、昨今の企業を
含む一般市民は、地球的な危機感
を高めており、もはや地球的危機
は外交の手段として使われている
ODAでは救えないと考え始めて
いる。その危機意識は実業界にも
広がり、多くの企業も経営理念の
中にSDGsを取り込み、世界への
貢献意識を高めるとともに、企業
の本格的な世界化と職員の意識改
革にもSDGs思想を採用している
ように見える。
　ODAは、SDGsと同じ目標を
追求しているにもかかわらず、企
業が「ODA大綱」あるいは国際
協力機構（JICA）に学ばないの
は、背後に非国際的な国益がはり

ついているからであろう。今や企
業の行動規範は国を越えて世界化
しようとしている。これからの日
本企業は世界的規模で考え、行動
しなければ生きていけない。企業
の資金調達という面でも重要な役
割を果たす日本証券業協会が
「SDGs宣言」したことに、企業
の未来志向を強く感じる。
　もう一つの流れは、国際開発を
促進する世界的な資金の流れが大
きく変化していることである。世
界の資金の流れは90％が民間資
本、10％が政府資金だ。民間資
本は自ら世界化し、地球的規模の
問題にも深く関わらざるを得ない
立場に立たされている。だから、
大きな未来市場として注目される
アフリカ開発でも世界の資金の流
れの90％を占める民間資本への
期待は大きい。
　日本もSDGsに向けて産業界と
組んでODAを開発のシード・マ
ネーにしながらより大きなSDGs
実施に向けた道を切り開くべきで
ある。
　日本社会がこれほどSDGsとい
う地球的規模の思想を享受したこ
とはない。この社会的変化を龍頭
蛇尾に終わらせてはならない。
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経済界に根づくSDGs
その意味するところを考える

世界を変えるSDGsの17目標

りょうげん
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多国間協調は可能か
G20大阪サミットへの提案
６月28、29日にG20首脳会議が大阪で開かれる。新興国が加わるG20サミットが日本で開催さ
れるのは、今回が初めてだ。米中の対立、世界貿易の停滞、気候変動などグローバルな課題が
山積する中、サミットに先駆け、政策研究ネットワークT20（Think20）などの識者に聞いた。

1．総論  グローバルな視点に立ったG20を  アジア開発銀行研究所（ADBI）所長　吉野 直行氏
 
2．主な課題と提言
 　　国際通貨研究所（IIMA） 理事長　渡辺 博史氏
 　　国際協力機構（JICA）研究所 所長　大野 泉氏
 　　慶應義塾大学 教授　木村 福成氏
 　　ADBI 副所長　金 哲周氏

3．市民社会の声　
　　C20議長　（特活）ACE代表・創設者　岩附 由香氏
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G7体制からG20体制へ
 主要国の首脳会議（サミット）の先駆けは、冷戦時代の1975年、石油危機後のインフレ対策や先進国病の克服などの政策協調を
目的に発足した、日米英独仏伊の６カ国による先進国首脳会議だ。これに翌76年、カナダが加わり、G７体制となった。1985年のプ
ラザ合意など通貨政策の協調や、冷戦崩壊後の国際経済運営に存在意義を果たした。
　ところが、1990年代後半から東南アジア諸国や中国、インドなど新興国の経済力が増し、G7体制の基盤と影響力に陰りが生じ
始めた。1999年、G７に加えてロシア、中国、インド、ブラジル、メキシコ、南アフリカ、オーストラリア、韓国、インドネシア、サウジ
アラビア、トルコ、アルゼンチンが参加する初のG20財務相・中央銀行総裁会議が開かれた。
　その後、リーマン・ショックで金融危機が起きると、2008年11月にG20首脳会議がワシントンで初めて開催された。それ以降、
2010年までは半年ごとに、2011年以降は年1回開かれている。

多国間主義再構築の機運
　３月19日、ドイツ・ベルリン。G20の政策研究ネットワークであるT20(Think20)の関連行事である国際シンポジウム、第３回グ
ローバル・ソリューションズ・サミットに、1,000人以上が参加した＝写真（Global Solutions Initiative/Tobias Koch）。
　スピーチに登壇したアンゲラ・メルケル首相は、2008年のリーマン・ショック後、当時のブッシュ米大統領から電話をもらった逸
話を明かした。「私たちに必要なのはグローバルな危機に対し、グローバルな対応をすることだ、と話し合い、G20首脳会議の開催
を決めた」。
　メルケル首相は「グローバルな宿命に対し、責任を分かち合い、どのように世界を築いていくか。みんなで多国間主義（マルチラ
テラリズム）アプローチを取ることが重要だ。そこでは自分の望みが100%かなうわけでない。時には妥協が必要だ」とも述べた。
　この会議はドイツの有力シンクタンク、キール世界経済研究所が主催した。毎年のG20に先駆け、世界の現状を分析して議題を
提案するドイツの「シンクタンク外交」でもある。T20の有力メンバーであるデニス・スノウァー同研究所名誉所長は最近の論文
で、こう述べている。
　「多国間主義をポピュリスト勢力からどう救い出すか。多国間主義とナショナリズムは必ずしも対立的でない。これらを補完的に
連携させることが、G20など多国間組織の責務だ」
　昨年12月にアルゼンチンで開催されたG20サミットでは、トランプ米政権への配慮から、共同声明に自由貿易の堅持や保護貿
易保護主義への批判を盛り込むことは見送られた。メルケル首相やスノウァー氏の言葉からは、「自国第一」の超大国を前に揺れ
動く多国間主義再構築への思いがにじみ出たようだ。
　今年６月末に開催される日本初のG20大阪サミットでは、果たしてどんな共同声明が発せられるのか。G20首脳と議長を務める
安倍首相らの判断にかかっていると言える。

1．総論  総論  総論  総論  グローバルな視点に立ったG20をグローバルな視点に立ったG20をグローバルな視点に立ったG20をグローバルな視点に立ったG20をグローバルな視点に立ったG20をグローバルな視点に立ったG20をグローバルな視点に立ったG20をグローバルな視点に立ったG20をグローバルな視点に立ったG20をグローバルな視点に立ったG20を

新興国の存在感高まるG20



多国間協調は可能か～G20大阪サミットへの提案
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T20はエビデンス・ベースの提言

―主要国による首脳会議（サミッ
ト）の歴史を振り返ると、1975年に
第１回先進国首脳会議（通称ランブ
イエ・サミット）が開かれました。
このサミットでは石油危機後の混乱
において世界経済の諸問題の解決に
向けた協調、自由貿易などを推進し
ました。しかし、昨年アルゼンチン
で開かれたG20ブエノスアイレス・
サミットでは米国の反対などにより、
首脳宣言で「保護主義と闘う」は明
記されませんでした。そうした中で、
今年のG20にはどのような意義があ
ると見ていますか。
吉野：G７も含め、サミットはも
ともと「地球をどう変えていけば
いいか」というグローバルな視点
で貿易や環境などさまざまな課題
について長期的な展望を話し合う
のが目的だった。だが近年のサミ
ットは、自国の事情や課題を反映

した政治的な議論に終始している。
言うなれば、“グローバル20”
ではなく“インディビジュアル
20”になっている。
 グローバルな視点に立った議論
は、かつて米国が主導していた。
だが、同国は今、「自国ファース
ト」を標榜している。だからこそ
今回のG20では、議長国である日
本がサミットの意義を改めて見つ
め直し、原点に立ち戻るための働
き掛けをしてほしいと思っている。

―原点回帰を促す上で、T20が担
うべき役割はありますか。
吉野：T20Japanは、課題別に10
のタスクフォース（TF）に分け
られている。共通する特徴として
強調したいのは、各TFが打ち出
す政策提言はすべて「エビデン
ス・ベース」であるという点だ。
実証分析により得られたデータを
基に各テーマについて議論する。

理論分析がしっかりと
なされていれば、意見
が異なったとしても根
拠とするデータや論文
を示し合い、双方が納
得できる方向性を見つ
けることができる。
G20で議論が錯綜した

際にも、T20の政策提言を参考に
すれば議論の筋道を立てることが
できる。

「質高インフラ」の新定義を提案

―吉野所長はインフラに関するTF
の共同議長も務めていますが、G20
に向けてどのような提案をしようと
考えているのでしょう。
吉野：「質の高いインフラ」の新
たな定義を打ち出す予定だ。これ
までのインフラにおける質と言え
ば、道路など構造物の性能や技術
を指すことが多かった。だが、わ
れわれが考える質の高いインフラ
は、周辺地域が発展し、所得格差
の是正や女性の社会進出につなが
っているインフラのことである。
この定義に当てはめて駅や道路な
どを整備するならば、その周辺で
中小企業が事業を始めたり、クラ
ウドファンディングなどを通じて
女性の起業を促進したりと、周辺
地域の産業振興や人材育成も含め
て考えていく必要がある。
 この考えは「一帯一路」構想を
進める中国が関心を寄せている。
また、G20ブエノスアイレス・サ
ミットに伴い開かれたアフリカの
専門家が集まるパネルでも紹介し
たら、大きな反響があった。そこ

で私は、このパネルにおいて、
「質の高いインフラをアフリカで
実現する上では、日本をはじめと
するアジアの経験や知見は役に立
つ。2019年のサミットを機に日
本の経験を学ぶためにも東京に来
てほしい」と伝えた。
 アフリカは、今回のTFのテーマ
の一つにもなっている。これは、
前議長国のアルゼンチンやドイツ
の強い願いだった。欧州諸国は植
民地時代からの歴史的なつながり
や、地理的にアフリカと近いとい
う背景からアフリカの成長を重視
している。アルゼンチンも、アフ
リカを農産物の重要な輸出先の一
つとして重要視している。

―今年は第７回アフリカ開発会議
（TICAD7 ）も控えています。その
意味では、T20の議論はTICADで日
本が何を打ち出すべきかを示す指針
になる可能性もありますね。

高齢化や教育にも注目

―TFのテーマとしては、高齢化と
中小企業が今回、新たに加わってい
ます。このうち高齢化についてはど
のように考えていますか。
吉野：高齢化はアジアでは重要な
課題となっているものの、アフリ
カ諸国などはまだ深刻に捉えてい
なかったりもする。しかし、アフ
リカも将来的な高齢化を見据えて、
今から年金や社会保障などの制度
設計をしていかなければならない。
　高齢化に合わせた制度設計は、
まさに日本が直面している課題だ。
例えば日本では、認知能力が低下

してくる70歳以上の高齢者は、
リスク資産に投資をすべきではな
いとされている。だがそうすると、
高齢化が進むほど預貯金ばかりが
貯まり、社会にお金が回らなくな
ってしまう。ファイナンシャルプ
ランナーを増やすなど、ある程度
の高齢を迎えても投資できるよう
な体制こそが必要だ。

―過去のG７、G20において日本
が旗振り役を担ってきたユニバーサ
ル・ヘルス・カバレッジ（UHC）に
ついてはどうでしょうか。
吉野：もちろん重要視している。
開発途上国では、貧困層を含めす
べての人が健康でいられるように
するにはどうすべきかというのが
まだ主要なテーマとなっているが、
日本などの先進国ではどこまでを
公的にカバーし、財源を確保する
かに焦点が当たっている。
 例えば、死を目前にした人のク
オリティ・オブ・ライフ（QOL）
の向上を目指す「ターミナルケ

ア」というものがあるが、これを
どこまで公的にカバーすべきかは、
まだ議論の途中だ。
 他のテーマでは、デジタル技術
を活用した教育にも注目している。
スマホを通じて講義の動画を発信
すれば、どこにいてもスマホさえ
あれば質の高い教育を受けられる。
女性に教育の機会を提供すること
で、ジェンダー平等にもつながる。

―自由貿易の推進については。
吉野：貿易投資に関するTFが提言
をまとめる予定だ。私見を述べれ
ば、自由貿易を推進するためには、
関税だけでなく為替などについて
も議論する必要があるだろうとは
思っている。
　また、世界の自由貿易が停滞す
るようであれば、東南アジアなど
は地域内だけで自由貿易を推進す
ることを考えるべきだろう。それ
に向けた会議を、G20ならぬ“ア
ジア40”と銘打って開いてもい
いかもしれない。

首脳会議の議論は政治的な背景に左右されやすい。そうした中で、存在意義を強めているのがT20
（Think20）だ。世界のシンクタンクと研究者が、客観的なデータと緻密な現状分析を基に説得力のある政策提
言をG20大阪サミットに向けて導き出そうとしている。T20Japanの総括責任者を務めるアジア開発銀行研究所
（ADBI）の吉野直行所長に、G20への期待とT20の役割について聞いた。

グローバルな視点に立ったG20を
議長国・日本のリードを期待
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ドイツのベルリンで開催された「グローバル・ソリューションズ・サミット」で登壇する
吉野氏（＝Global Solutions Initiative/Tobias Koch）


